
(4)ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・
フロー変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にしてヘッジ有効性を評価している。ただし、　特例
処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略している。

１０．消費税等の会計処理
   税抜方式によっている。

注記事項
中間貸借対照表関係

1．
45,784 百万円 46,757 百万円 972 百万円 45,987 百万円

２． 5    〃 －    〃 △ 5    〃 －    〃
３． 17,436    〃 10,301    〃 △ 7,134    〃 8,690    〃
４． ※1 5,659    〃 2,283    〃 △ 3,375    〃 2,661    〃

※１．保証予約等の中間期末（期末）残高は保証予約等、実質的に債権保証義務を負っていると認められるものに
ついて表示している。

５．担保資産及び担保付債務
　　担保に供している資産は次のとおりである。

建物 416 百万円 405 百万円 414 百万円
土地 54 〃 54 〃 54 〃
投資有価証券 6,064 〃 7,072 〃 5,147 〃

計 6,535 百万円 7,532 百万円 5,616 百万円

　　担保付債務は次のとおりである。

短期借入金 ※1 5,008 百万円 2,618 百万円 7,767 百万円
長期借入金 1,312 〃 2,860 〃 1,056 〃

12,049 〃 9,318 〃 7,551 〃

計 18,369 百万円 14,796 百万円 16,374 百万円

※１…一年内に返済予定の長期借入金を含んでいる。

中間損益計算書関係

1．

有形固定資産 1,350 百万円 1,260 百万円 2,852 百万円
無形固定資産 72 〃 61 〃 136 〃

計 1,422 百万円 1,322 百万円 2,989 百万円

関係会社借入金
保証債務

前　　期

前    期

保 証 債 務

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 累 計 額
受 取 手 形 割 引 高

前中間期 増　　  減当中間期

前　　期

保 証 予 約 等

前中間期 当中間期

前中間期 当中間期

減 価 償 却 実 施 額
前中間期 当中間期 前　　期
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